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平成26年度　第１回（平成26年８月実施）

運行管理者試験問題（旅客）
・問題は全30問です。

・ 問題の内容は基本的に出題時のままになっています。

・解説の法令は平成26年８月31日現在の内容となっています。

・解説中の法令名は略称となっています。正式名称は次のとおりです。

道路運送法 道路運送法施行規則

運輸規則 旅客自動車運送事業運輸規則

車両法 道路運送車両法

施行規則 道路運送車両法施行規則

保安基準 道路運送車両の保安基準

道交法 道路交通法

労基法 労働基準法

改善基準 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

・このデータの著作は放棄していません。再配布、販売等は認めておりません。

１．道路運送法関係

問　１　道路運送法に定める一般旅客自動車運送事業者の輸送の安全等についての次の文中、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄに入るべき字句を下の枠内の選択肢（１～８）から選びなさい。

１ ．一般旅客自動車運送事業者は、事業計画（路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業

者にあっては、事業計画及び運行計画）の遂行に必要となる員数の運転者の確保、事業用自動

車の運転者がその（Ａ）又は睡眠のために利用することができる施設の整備、事業用自動車の

運転者の適切な（Ｂ）の設定その他の運行の管理その他事業用自動車の運転者の過労運転を防

止するために必要な措置を講じなければならない。

２．前項に規定するもののほか、一般旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者、車掌そ

の他旅客又は公衆に接する従業員の適切な指導監督、事業用自動車内における当該事業者の氏

名又は名称の掲示その他の旅客に対する適切な（Ｃ）その他の輸送の安全及び旅客の（Ｄ）の

ために必要な事項として国土交通省令で定めるものを遵守しなければならない。

１．休息　　　２．利便の確保　　３．サービスの提供　４．勤務時間及び乗務時間

５．拘束時間及び労働時間　　　　６．情報の提供　　　７．休憩　　　８．利益の保護



Copyright (C) 2016 公論出版 All Rights Reserved.

NO.2

問　２　次の記述のうち、一般旅客自動車運送事業の運行管理者の行わなければならない業務として正

しいものを２つ選びなさい。

1．天災その他の理由により輸送の安全の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、事業用自動

車の乗務員に対する必要な指示その他輸送の安全のための措置を講ずること。

２．法令の規定により、運転者に対して点呼を行い、報告を求め、確認を行い、指示を与え、記録し、

及びその記録を保存し、並びに国土交通大臣が告示で定めるアルコール検知器を備え置くこと。

３．法令の規定により、従業員に対し、効果的かつ適切に指導監督を行うため、輸送の安全に関

する基本的な方針の策定その他の国土交通大臣が告示で定める措置を講ずること。

４ ．一般旅客自動車運送事業者が選任した、運行管理者の業務を補助させるための者に対する指

導及び監督を行うこと。

問　３　次の記述のうち、旅客自動車運送事業の事業用自動車の運転者が遵守しなければならない事項

として誤っているものを１つ選びなさい。

１．運転者は、疾病、疲労その他の理由により安全な運転をすることができないおそれがあると

きは、その旨を当該旅客自動車運送事業者に申し出ること。

２．運転者は、道路運送車両法第47条の２第１項及び第２項の規定による点検（日常点検）をし、

又はその確認をすること。

３．路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者の運転者は、乗務中、法令の規定に基づ

き作成された運行表を携行すること。

４．乗務を終了して他の運転者と交替するときは、交替する運転者に対し、当該乗務に係る事業

用自動車、道路及び運行の状況について通告すること。この場合において、交替して乗務する

運転者は、当該通告を受け、当該事業用自動車の制動装置、走行装置その他の重要な部分の機

能について点検の必要性があると認められる場合には、これを点検すること。
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問　４　旅客自動車運送事業の事業用自動車の運転者に対する点呼に関する次の記述のうち、誤ってい

るものを１つ選びなさい。

１．乗務前の点呼における事業用自動車の運行の安全を確保するために必要な指示については、

運行の安全を確保するうえで特に注意が必要な運転者に限定することなく、乗務する運転者全

員に対して行わなければならない。

２．乗務後の点呼は、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法）により行い、当該乗

務に係る事業用自動車、道路及び運行状況について報告を求め、並びに酒気帯びの有無につい

て確認を行わなければならない。この場合において、乗務を終了した運転者が他の運転者と交

替した場合にあっては、当該運転者が交替した運転者に対して行った法令の規定による通告に

ついても報告を求めなければならない。

３．点呼は、運行管理者と運転者が対面で行うとされているが、運行上やむを得ない場合は電話

その他の方法によることも認められており、一般乗用旅客自動車運送事業において、営業所と

離れた場所にある当該営業所の車庫から乗務を開始する運転者については、運行上やむを得な

い場合に該当することから、電話による点呼を行うことができる。

４．点呼において酒気帯びの有無について確認を行う場合には、運転者の状態を目視等で確認す

るほか、当該運転者の属する営業所に備えられた国土交通大臣が告示で定めるアルコール検知

器を用いて行わなければならない。

問　５　次の自動車事故に関する記述のうち、一般旅客自動車運送事業者が自動車事故報告規則に基づ

く国土交通大臣への報告を要しないものを１つ選びなさい。

１．事業用自動車が走行中、右カーブを曲がりきれず、当該事業用自動車が道路から１メートル

下の畑に転落したもの。

２．事業用自動車が走行中、横断歩道により道路を横断していた歩行者に接触する事故を起こし、

当該歩行者に10日間の医師の治療を要する傷害を生じさせたもの。

３．事業用自動車が走行中、突然ホイール・ボルトが折損して左後車輪が脱落し、当該車輪がガー

ドレールに衝突したもの。

４．事業用自動車が交差点において乗用車と出会い頭の衝突事故を起こした。双方の運転者はと

もに軽傷であったが、当該事業用自動車の運転者が当該事故を警察官に報告した際、その運転

者が道路交通法に規定する酒気を帯び運転をしていたことが発覚したもの。
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問　６　一般旅客自動車運送事業者（以下「事業者」という。）が事業用自動車の運行の安全を確保す

るために運転者に対して行う指導監督に関する次の記述のうち、正しいものを２つ選びなさい。

１．事業者は、運転者に対して事業用自動車の故障等により踏切内で運行不能となったときは、

速やかに当該事業用自動車を踏切から移動させるように努め、当該事業用自動車の移動が困難

と判断したとき、又は、列車が接近してきたときは、踏切支障報知装置を作動させる等適切な

防護措置をとるよう指導すること。

２．事業者は、大型自動車第二種運転免許を受けている運転者に限定して、事業用自動車の車高、

視野、死角、内輪差（右左折する場合又はカーブを通行する場合に後輪が前輪より内側を通る

ことをいう。）及び制動距離等を確認させること。

３．事業者は、その事業用自動車の運転者に対し、国土交通大臣が告示で定めるところにより、

主として運行する路線又は営業区域の状態及びこれに対処することができる運転技術並びに法

令に定める自動車の運転に関する事項について適切な指導監督をしなければならない。この場

合においては、その日時、場所及び内容並びに指導監督を行った者及び受けた者を記録し、かつ、

その記録を営業所において３年間保存しなければならない。

４．事業者（個人タクシー事業者を除く。）は、適性診断（高齢運転者のための適性診断として

国土交通大臣が認定したもの。）を運転者が65才に達した日以後１年以内に１回、その後75才

に達するまでは３年以内ごとに１回、75才に達した日以後１年以内に１回、その後１年以内ご

とに１回受診させる。

問　７　旅客自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の過労運転の防止等に関する次の記述のうち、

誤っているものを１つ選びなさい。

１．事業者は、乗務員の身体に保有するアルコールの程度が、道路交通法施行令第44条の３（ア

ルコールの程度）に規定する呼気中のアルコール濃度１リットルにつき0.15ミリグラム以上で

あるか否かを問わず、酒気を帯びた状態であれば当該乗務員を事業用自動車に乗務させてはな

らない。

２．事業者は、乗務員の健康状態の把握に努め、疾病、疲労その他の理由により安全な運転をし、

又はその補助をすることができないおそれがある乗務員を事業用自動車に乗務させてはならな

い。

３．事業者は、事業計画（路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者にあっては、事業

計画及び運行計画）の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を常時選任しておかなければな

らない。この場合、事業者（個人タクシー事業者を除く。）が常時選任する運転者その他事業

用自動車の運転者は、日々雇い入れられる者、２ヶ月以内の期間を定めて使用される者、試み

の使用期間中の者（14日を超えて引き続き使用されるに至った者を除く。）、14日未満の期間

ごとに賃金の支払い（法令で定めるものを含む。）を受ける者であってはならない。

４．一般貸切旅客自動車運送事業者は、運行ごとに所定の事項を記載した運行指示書を作成し、

かつ、これにより事業用自動車の運転者に対し適切な指示を行うとともに、運行中は、これを

当該事業用自動車の運行を管理する営業所に備え置かなければならない。
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問　８　旅客自動車運送事業の事業用自動車の運行に係る記録等に関する次の記述のうち、誤っている

ものを１つ選びなさい。

１ ．一般乗合旅客自動車運送事業者及び特定旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者が

乗務中に道路交通法に規定する交通事故若しくは自動車事故報告規則に規定する事故又は著し

い運行の遅延その他の異常な状態が発生した場合にあっては、その概要及び原因を運転者ごと

に「乗務記録」に記録させ、かつ、その記録を１年間保存しなければならない。

２ ．一般乗用旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者が乗務したときは、旅客が乗車し

た区間並びに乗務した事業用自動車の走行距離計に表示されている乗務の開始時及び終了時に

おける走行距離の積算キロ数等の所定の事項を運転者ごとに「乗務記録」に記録させ、かつ、

その記録を事業用自動車ごとに整理して１年間保存しなければならない。

３ ．旅客自動車運送事業者は、事業用自動車に係る事故が発生した場合には、事故の発生日時等

所定の事項を「事故の記録」に記録し、その記録を当該事業用自動車の運行を管理する営業所

において３年間保存しなければならない。

４ ．一般貸切旅客自動車運送事業者は、法令の規定による運行指示書を作成し、かつ、これによ

り事業用自動車の運転者に対し適切な指示を行うとともに、当該運行指示書を運行を計画した

日から１年間保存しなければならない。
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２．道路運送車両法関係

問　９　自動車の登録等に関する次の記述のうち、正しいものを２つ選びなさい。

１．登録自動車の所有者は、自動車の用途を廃止したときは、その事由があった日から15日以内

に永久抹消登録の申請をしなければならない。

２．臨時運行の許可を受けた自動車を運行の用に供する場合には、臨時運行許可番号標及びこれ

に記載された番号を見やすいように表示し、かつ、臨時運行許可証を備え付けなければならな

い。また、当該臨時運行許可証の有効期間が満了したときは、その日から15日以内に、当該臨

時運行許可証及び臨時運行許可番号標を行政庁に返納しなければならない。

３．登録自動車の所有者の住所に変更があったときは、所有者は、その事由があった日から15日

以内に、国土交通大臣の行う移転登録の申請をしなければならない。

４．自動車の所有者は、当該自動車の使用の本拠の位置に変更があったときは、道路運送車両法

で定める場合を除き、その事由があった日から15日以内に、国土交通大臣の行う変更登録の申

請をしなければならない。

問　10　自動車の点検整備等に関する次のア、イ、ウ、エの文中、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに入るべき字句とし

ていずれか正しいものを１つ選びなさい。

ア．自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をすることより、当該自動車を

道路運送車両の（Ａ）に適合するように維持しなければならない。

イ．自動車運送事業の用に供する自動車の使用者又は当該自動車を運行する者は、１日１回、そ

の運行の開始前において、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、（Ｂ）

の作動その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車を点検しなければなら

ない。

ウ．自動車運送事業の用に供する自動車の使用者は、（Ｃ）ごとに国土交通省令で定める技術上

の基準により、自動車を点検しなければならない。

エ．自動車運送事業の用に供する自動車の日常点検の結果に基づく運行可否の決定は、自動車の

使用者より与えられた権限に基づき、（Ｄ）が行わなければならない。

Ａ　１．点検基準　　　　２．保安基準

Ｂ　１．動力伝達装置　　２．制動装置

Ｃ　１ ．３ヵ月　　　　　２ ．６ヵ月

Ｄ　１．運行管理者　　　２．整備管理者
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問　11　自動車の検査等に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。

１．自動車に表示されている検査標章には、当該自動車の自動車検査証の有効期間の起算日が記

載されている。

２．初めて自動車検査証の交付を受ける乗車定員５人の旅客を運送する自動車運送事業の用に供

する自動車については、当該自動車検査証の有効期間は２年である。

３．自動車の使用者は、自動車検査証の記載事項について変更があったときは、法令で定める場

合を除き、その事由があった日から15日以内に、当該事項の変更について、国土交通大臣が行

う自動車検査証の記入を受けなければならない。

４．自動車運送事業の用に供する自動車の自動車検査証は、当該自動車又は当該自動車が配置さ

れている営業所に備え付けなければ、運行の用に供してはならない。

問　12　道路運送車両の保安基準及びその細目を定める告示についての次の記述のうち、誤っているも

のを１つ選びなさい。

１．非常点滅表示灯は、盗難、車内における事故その他の緊急事態が発生していることを表示す

るための灯火として作動する場合には、点滅回数の基準に適合しない構造とすることができる。

２．自動車の前面ガラス及び側面ガラス(告示で定める部分を除く。）は、フィルムが貼り付け

られた場合、当該フィルムが貼り付けられた状態においても、透明であり、かつ、運転者が交

通状況を確認するために必要な視野の範囲に係る部分における可視光線の透過率が70％以上で

あることが確保できるものでなければならない。

３ ．一般乗用旅客自動車運送事業用自動車には、後方に表示する灯光の色が白色である社名表示

灯を備えてはならない。

４．停止表示器材は、夜間200メートルの距離から走行用前照灯で照射した場合にその反射光を

照射位置から確認できるものであることなど告示で定める基準に適合するものでなければなら

ない。
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３．道路交通法関係

問　13　道路交通法令に定める信号機の信号の意味等に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ

選びなさい。

１．交差点において信号機の背面板の下部等に下図の左折することができる旨の表示が設置され

た信号機の黄色の灯火又は赤色の灯火の信号の意味は、それぞれの信号により停止位置をこえ

て進行してはならないこととされている車両に対し、その車両が左折することができることを

含むものとする。

　　　（矢印及びわくの色彩は青色、地の色彩は白色）

２．車両等は、信号機の表示する信号の種類が赤色の灯火のときは、停止位置をこえて進行して

はならない。ただし、交差点において既に左折している車両等は、そのまま進行することがで

きる。

３．交差点において既に右折している車両等（多通行帯道路等通行原動機付自転車及び軽車両を

除く。）は、信号機の表示する信号の種類が赤色の灯火に変わっても、そのまま進行すること

ができる。この場合において、当該車両等は、青色の灯火により進行することができることと

されている車両等に優先して進行することができる。

４．車両は、信号機の表示する信号の種類が青色の灯火の矢印のときは、黄色の灯火又は赤色の

灯火の信号にかかわらず、矢印の方向に進行することができる。この場合において、交差点に

おいて右折する多通行帯道路等通行原動機付自転車及び軽車両は、直進する多通行帯道路等通

行原動機付自転車及び軽車両とみなす。
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問　14　交差点等における通行方法に関する次の記述のうち、正しいものを１つ選びなさい。

１．車両等（優先道路を通行している車両等を除く。）は、交通整理の行われていない交差点に

入ろうとする場合において、交差道路が優先道路であるとき、又はその通行している道路の幅

員よりも交差道路の幅員が明らかに広いものであるときは、その前方に出る前に必ず一時停止

しなければならない。

２．車両等は、横断歩道等に接近する場合には、当該横断歩道等を通過する際に当該横断歩道等

によりその進路の前方を横断しようとする歩行者等がないことが明らかな場合を除き、当該横

断歩道等の直前（道路標識等による停止線が設けられているときは、その停止線の直前）で停

止することができるような速度で進行しなければならない。この場合において、横断歩道等に

よりその進路の前方を横断し、又は横断しようとする歩行者等があるときは、当該横断歩道等

の直前で一時停止し、かつ、その通行を妨げないようにしなければならない。

３．車両は、左折するときは、その直前からできる限り道路の左側端に寄り、かつ、できる限り

道路の左側端に沿って（道路標識等により通行すべき部分が指定されているときは、その指定

された部分を通行して）、歩行者等の通行を妨げないよう速やかに通行しなければならない。

４．交通整埋の行われている交差点に入ろうとする車両等は、その進行しようとする進路の前方

の車両等の状況により、交差点に入った場合においては当該交差点内で停止することとなり、

よって交差道路における車両等の通行の妨害となるおそれがあるときは、徐行しなければなら

ない。

問　15　道路交通法に定める過労運転に係る車両の使用者に対する指示について、次のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ

に入るべき字句としていずれか正しいものを１つ選びなさい。

 　車両の運転者が道路交通法第66条（過労運転等の禁止）の規定に違反して過労により（Ａ）

ができないおそれがある状態で車両を運転する行為（以下「過労運転」という。）を当該車両

の使用者（当該車両の運転者であるものを除く。）の業務に関してした場合において、当該過

労運転に係る（Ｂ）が当該車両につき過労運転を防止するため必要な（Ｃ）を行っていると認

められないときは、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する公安委員会は、当該車両の使用者

に対し、過労運転が行われることのないよう運転者に指導し又は助言することその他過労運転

を防止するため（Ｄ）ことを指示することができる。

Ａ　１．運転の継続　　　　　　２．正常な運転

Ｂ　１．車両の所有者　　　　　２．車両の使用者

Ｃ　１．運行の管理　　　　　　２．労務の管理

Ｄ　１．必要な措置をとる　　　２．休憩・仮眠等の施設を整備する



Copyright (C) 2016 公論出版 All Rights Reserved.

NO.10

問　16　車両等の運転者の遵守事項に関する次の記述のうち、正しいものを２つ選びなさい。

１．安全を確認しないで、ドアを開き、又は車両等から降りないようにし、及びその車両等に乗

車している他の者がこれらの行為により交通の危険を生じさせないようにするため必要な措置

を講じなければならない。

２．監護者が付き添わない児童若しくは幼児が歩行してるときは、その側方を離れて走行するよ

うに努めなければならない。

３．道路の左側部分に設けられた安全地帯の側方を通過する場合において、当該安全地帯に歩行

者がいるときは、一時停止して、歩行者の通行を妨げないようにしなければならない。

４．車両等の運転者は、高齢の歩行者でその通行に支障のあるものが通行しているときは、一時

停止し、又は徐行して、その通行を妨げないようにしなければならない。

問　17　道路交通法に定める自動車の法定速度に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ選びな

さい。

１．乗車定員55名の旅客自動車運送事業の用に供する自動車の最高速度は、道路標識等により最

高速度が指定されていない片側一車線の一般道路においては、時速60キロメートルである。

２．車両総重量が1,830キログラムの旅客自動車運送事業の用に供する自動車が、故障した車両

総重量1,595キログラムの普通自動車をロープでけん引する場合の最高速度は、道路標識等によ

り最高速度が指定されていない一般道路においては、時速40キロメートルである。

３．乗車定員50名の旅客自動車運送事業の用に供する自動車の最高速度は、道路標識等により最

高速度が指定されていない高速自動車国道の本線車道（政令で定めるものを除く。）においては、

時速100キロメートルである。

４．乗車定員29名の旅客自動車運送事業の用に供する自動車は、法令の規定によりその速度を減

ずる場合及び危険を防止するためやむを得ない場合を除き、道路標識等により自動車の最低速

度が指定されていない区間の高速自動車国道の本線車道（政令で定めるものを除く。）におけ

る最低速度は、時速50キロメートルである。
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４．労働基準法関係

問　18　労働基準法の定めについての次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。

１．使用者は、労働者に対して、毎週少なくとも１回の休日を与えなければならない。ただし、

この規定は、４週間を通じ４日以上の休日を与える使用者については適用しない。

２．出来高払制その他の請負制で使用する労働者については、使用者は、労働時間にかかわらず

一定額の賃金の保障をしなければならない。

３．使用者は、その雇入れの日から起算して６ヵ月間継続勤務し全労働日の８割以上出勤した労

働者に対して、継続し、又は分割した10労働日の有給休暇を与えなければならない。ただし、

労働基準法第39条第３項に規定する１週間の所定労働日数が相当程度少ない労働者等は除く。

４．使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労

働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する

者との書面による協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、法定労働時間又は法

定休日に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を延長し、又は

休日に労働させることができる。ただし、法令で定める健康上特に有害な業務の労働時間の延

長は、１日について２時間を超えてはならない。

問　19　労働基準法に定める賃金等についての次の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。

１．平均賃金とは、これを算定すべき事由の発生した日以前３ヵ月間にその労働者に対し支払わ

れた賃金の総額を、その期間の所定労働日数で除した金額をいう。ただし、その金額は、法令

の定めによって計算した金額を下ってはならない。

２．就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その減給は、１回の額が

平均賃金の１日分の半額を超え、総額が一賃金支払期における賃金の総額の10分の１を超えて

はならない。

３．使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示

しなければならない。この明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、

即時に労働契約を解除することができる。

４．使用者が、午後10時から午前５時まで（厚生労働大臣が必要であると認める場合においては、

その定める地域又は期間については午後11時から午前６時まで）の間において労働させた場合

においては、その時間の労働については、通常の労働時間の賃金の計算額の２割５分以上の率

で計算した割増賃金を支払わなければならない。
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問　20　「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準」という。）等に定める

一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の運転時間に関

する次の文中、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに入るべき字句としていずれか正しいものを１つ選びなさい。

(1)運転時間は、２日（（Ａ）から起算して48時間をいう。）を平均し１日あたり（Ｂ）、４週間

を平均し１週間当たり（Ｃ）を超えないものとすること。ただし、貸切バスを運行する営業所

において運転の業務に従事する者、貸切バスに乗務する者及び改善基準に定める特定運転者に

ついては、労使協定があるときは、改善基準に定める時間まで延長することができる。

(2)１日の運転時間の計算に当たっては、特定の日を起算日として２日ごとに区切り、その２日

間の平均とすることが望ましいが、特定日の最大運転時間が改善基準に違反するか否かは、次

によって判断すること。特定日の運転時間をａ、特定日の前日の運転時間をｂ、特定日の翌日

の運転時間をｃとすると、

 ａ＋ｂ ａ＋ｃ――― ＞（Ｂ）　（Ｄ）　 ――― ＞（Ｂ） ２ ２

の場合は、改善基準に違反することとなる。

特定日の前日

運転時間　ｂ

特　定　日

運転時間　ａ

特定日の翌日

運転時間　ｃ

Ａ　１．始業時刻　　　２．運転開始時刻

Ｂ　１ ．８時間　　　　２ ．９時間

Ｃ　１．40時間　　　　２．44時間

Ｄ　１．かつ　　　　　２．又は
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問　21　一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業（以下「バス事業」という。）の「自

動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準」という。）の定めに関する次

の記述のうち、誤っているものを１つ選びなさい。ただし、１人乗務で、フェリーには乗船せず、

また、隔日勤務には就いていない場合とする。

１．使用者は、バス事業に従事する自動車運転者（以下「バス運転者」という。）の休息期間に

ついては、当該バス運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。

２．労使当事者は、時間外労働協定においてバス運転者に係る一定期間についての延長時間につ

いて協定するに当たっては、当該一定期間は、２週間及び１ヵ月以上６ヵ月以内の一定の期間

とするものとする。

３．使用者は、バス運転者の休息期間については、勤務終了後、継続８時間以上の休息期間を与

えなければならない。ただし、業務の必要上、勤務の終了後継続８時間以上の休息期間を与え

ることが困難な場合には、厚生労働省労働基準局長の定めるところによることができる。

４．使用者は、バス運転者に労働基準法第35条の休日に労働させる場合は、当該労働させる休日

は２週間について１回を超えないものとし、当該休日の労働によって改善基準第５条第１項に

定める拘束時間及び最大拘束時間の限度を超えないものとする。
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問　22　下表は、貸切バスの運転者の52週間における各４週間を平均した１週間当たりの運転時間の例

を示したものであるが、このうち、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に適合し

ているものを２つ選びなさい。ただし、「４週間を平均し１週間当たりの運転時間の延長に関す

る労使協定」があるものとする。

１．
１～
４週

５～
８週

９～
12週

13～
16週

17～
20週

21～
24週

22～
28週

29～
32週

33～
36週

37～
40週

41～
44週

45～
48週

49～
52週

52週間の
運転時間

４週間を平均した
１週間当たり
の運転時間

38 37 38 42 32 41 39 35 41 39 42 32 41 1,988
時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

２．
１～
４週

５～
８週

９～
12週

13～
16週

17～
20週

21～
24週

22～
28週

29～
32週

33～
36週

37～
40週

41～
44週

45～
48週

49～
52週

52週間の
運転時間

４週間を平均した
１週間当たり
の運転時間

39 37 39 42 36 35 44 36 37 39 43 38 41 2,024
時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

３．
１～
４週

５～
８週

９～
12週

13～
16週

17～
20週

21～
24週

22～
28週

29～
32週

33～
36週

37～
40週

41～
44週

45～
48週

49～
52週

52週間の
運転時間

４週間を平均した
１週間当たり
の運転時間

40 38 39 43 38 43 38 40 36 38 45 40 42 2,080
時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

４．
１～
４週

５～
８週

９～
12週

13～
16週

17～
20週

21～
24週

22～
28週

29～
32週

33～
36週

37～
40週

41～
44週

45～
48週

49～
52週

52週間の
運転時間

４週間を平均した
１週間当たり
の運転時間

39 38 39 42 37 36 44 37 38 40 43 38 41 2,048
時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

問　23　下図は、旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者（隔日勤務に就くものを除く。）の５日

間の勤務状況を示したものであるが、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に基づ

く１日の拘束時間の次の組合せのうち、正しいものを１つ選びなさい。

１日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目

0時 8時 18時
始業 終業

0時 8時 20時
始業 終業

0時 8時 20時
始業 終業

0時 7時 20時
始業 終業

0時 7時 17時
始業 終業

0時

拘束時間 拘束時間 拘束時間 拘束時間 拘束時間

１．１日目：10時間　　２日目：11時間　　３日目：12時間　　４日目：13時間

２．１日目：10時間　　２日目：11時間　　３日目：13時間　　４日目：13時間

３．１日目：10時間　　２日目：12時間　　３日目：13時間　　４日目：13時間

４．１日目：10時間　　２日目：12時間　　３日目：12時間　　４日目：13時間
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５．実務上の知識及び能力

問　24　点呼の実施に関する次の記述のうち、適切なものには「適」を、適切でないものには「不適」

を記入しなさい。

１．乗務を開始する前の運転者は、事業用自動車の日常点検を行ったところ左前タイヤが摩耗し

ていることを確認したので、整備管理者にこの旨を報告した。整備管理者は、「当該タイヤは、

安全上の問題があるが帰庫後に交換するので、そのまま運行しても差し支えない。」と運転者

に対し指示をした。運行管理者は、乗務前点呼の際に当該運転者から当該指示等について報告

を受けたが、そのまま乗務を開始させた。

２．運行管理者は、遠隔地で乗務を開始する運転者に対し、電話による乗務前点呼を行い、当該

運転者に酒気帯びの有無及び健康状態、疲労の度合い並びに日常点検の実施結果などについて

報告をさせ、安全な運転ができる状態であることを確認し、事業用自動車の運行の安全を確保

するために必要な指示をしたうえで、乗務をさせた。

３．運行管理者は、遠隔地で乗務を終了する運転者に対し、電話による乗務後点呼を行い、酒気

帯びの有無については、当該運転者の応答の声の調子等にて確認するとともに、車載されてい

るアルコール検知器（国土交通大臣が告示で定めたもの。以下同じ。）を用いて得た測定結果

を報告させ、酒気を帯びていないことを確認した。

４．運送の依頼から、当該運送については深夜で長距離走行となるため、運行管理者は交替運転

者を同乗させることとした。出庫時から運転する運転者に対する乗務前の点呼については、所

属する営業所において対面により行い、出庫時から同乗する交替運転者の乗務前の点呼につい

ては、あらかじめ運転を交替する地点として指示した地点において、交替運転者が運転を開始

する前にテレビ機能付き携帯電話及び車載されているアルコール検知器を使用して、健康状態、

酒気帯びの有無等の報告、確認を行った。
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問　25　点呼の実施に関する次の記述のうち、適切なものには「適」を、適切でないものには「不適」

を記入しなさい。

１．事業用自動車が運行しているときは、常に運行管理者が勤務しを実施することが望ましいが、

それが不可能な場合のために、事業者は、運行管理者の業務を補助するための者（以下「補助者」

という。）を選任している。事業者は、この補助者に点呼以外の運行管理業務についても運行

管理者としての権限を与え、業務を実施させている。

２．事業者は、早朝及び深夜運行に対処するため、旅客の運行管理者資格者証を有するＡ社員と

貨物の運行管理者資格者証を有するＢ社員の２名を、基礎講習を受講させることなく補助者と

して選任し、運行管理者が不在となる時間帯に出庫又は帰庫する事業用自動車の運転者に対す

る点呼を、全運行回数の５割の範囲内で、交代で実施させている。

３．運行管理者は、乗務前点呼時には業務が集中する傾向にあることから、点呼記録表への点呼

結果の記録ミスを防止するため、前日において翌日の点呼記録表に、所定事項をあらかじめ事

務員に記入させ、それを基に乗務前点呼を実施している。また、点呼結果については、当該点

呼記録表に所定事項が正確に記載されているか否かを確認したうえ、補助者が実施した点呼も

含め実施者欄に点呼実施者として運行管理者の印を押印している。

４．点呼記録表は、点呼実施者の責任を明確にし、事故防止又は点呼実施者の引継ぎの資料にも

なることから、運行管理者は、点呼の結果について要点を漏らさず、的確かつ簡潔に記入をす

るようにしている。また、点呼で確認した内容を、運転者の指導のために必要な事項、上司に

報告する事項や指示を仰ぐべき事項、整備管理者に連絡・依頼すべき事項などに分類し、整理

している。
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問　26　自動車事故報告規則に基づく自動車事故報告書の提出に関する次の記述のうち、適切なものに

は「適」を、適切でないものには「不適」を記入しなさい。

１．事業用自動車が右カーブ路を走行している際、ハンドル操作を誤り、道路左側の歩道に乗り

上げ、道路沿いの民家に寄りかかる形で、路面と40度傾斜して道路上に停止した。この事故に

おいて家屋に損害はあったものの負傷者はなかったので、自動車事故報告書を提出しなかった。

２．事業用自動車が信号のある交差点を青信号にしたがって直進しようとした際、急に右折して

きた対向の大型二輪車と当該事業用自動車が衝突した。この事故で大型二輪車の運転者は道路

に投げ出され、腕を骨折する重傷を負ったので、自動車事故報告書を提出した。

３．事業用自動車が高速道路を走行中、左後輪付近から煙が立ち上がったので、パーキングエリ

アにて緊急停止し点検を行ったところ、ブレーキ系統の加熱が原因と思われたので、ただちに

営業所に連絡し、救援を要請した。しかし、その間にタイヤが発火し車両火災に至ったため、

自動車事故報告書を提出した。

４．事業用自動車の運転者が、運行途中に軽度の心臓発作により体調不良に陥り、運転の継続が

困難となった。当該運転者からの連絡を受け、営業所の運行管理者はただちに救急車の手配等

をするとともに交替運転者を派遣して運行を継続し、運行計画どおり終了したので、自動車事

故報告書を提出しなかった。

問　27　旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導・監督に関する次の記述のう

ち、適切なものには「適」を、適切でないものには「不適」を記入しなさい。

１．一般乗用旅客自動車運送事業の選任する運転者として新たに雇い入れた者が、前年まで同一

の種類の事業の事業用自動車の運転者として選任されていたので、初任運転者に対する特別な

指導を行わないまま社内教育を実施し、タクシーの運転をさせた。

２．乗務記録は、「乗務の開始及び終了の地点及び日時並びに主な経過地点及び乗務した距離」

及び「休憩又は睡眠をした場合は、その地点及び日時」等所定の事項について当該乗務を行っ

た運転者ごとに確実に記録させ、運転者の日常の乗務の実態を把握し、過労運転防止及び運行

の適正化を図るための資料として活用している。

３．大雨、大雪、土砂災害などの異常気象時の措置については、異常気象時等処理要領を作成し、

運転者全員に周知させておくとともに運転者とも速やかに連絡がとれるよう緊急時における連

絡体制を整えているので、事業用自動車の運行の中断、待避所の確保、徐行運転等の運転に関

わることについてはすべて当該運転者の判断に任せ、中断、待避したときは報告するよう指導

している。

４．翌日に持ち越すことのない節度ある適度な飲酒の目安としては、純アルコール20グラム（以

下「１単位」という。）と言われており、その１単位（アルコール５％のビールの場合500ミリリッ

トル）のアルコールを処理するための必要な時間の目安は、４時間とされているので、これら

を参考に個人差を考慮して、社内教育の中で酒気帯び運転防止の観点から酒類の飲み方等につ

いても指導を行っている。
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問　28　自動車の走行時に働く力に関する次の記述のうち、適切なものには「適」を、適切でないもの

には「不適」を記入しなさい。

１．自動車に働く慣性力は、自動車の重量に比例して大きくなることから、その重量が増加すれ

ばするほど制動距離が長くなることを考慮した適正な車間距離の確保について運転者に対し指

導している。

２．重量が同一の自動車２台が、双方時速50キロメートルで正面衝突した場合の衝撃力は、時速

100キロメートルで走行中の自動車が壁に衝突した場合と同じで、自分の速度だけでなく相手

の自動車の速度を加えた速度で衝撃力が発生することから、常に安全な速度で運転するよう運

転者に対し指導している。

３．自動車の重量及び速度が同一の場合には、曲がろうとするカーブの半径が２分の１になると

遠心力の大きさが４倍になることから、急カーブを走行する場合の横転などの危険性について

運転者に対し指導している。

４．自動車に働く慣性力、遠心力及び衝撃力は、速度に比例して大きくなることから、速度が２

倍になれば４倍に、速度が３倍になると６倍となり、制動距離、運転操作及び事故時の被害の

程度に大きく影響するため、常に制限速度を守り、適切な車間距離を確保し、運転するよう指

導している。

問　29　Ａ自動車が前方のＢ自動車とともに時速36キロメートルで15メートルの車間距離を保ちながら

Ｂ自動車に追従して走行していたところ、突然、前方のＢ自動車が急ブレーキをかけたのを認め、

Ａ自動車も直ちに急ブレーキをかけ、Ａ自動車、Ｂ自動車ともそのまま停止した。この場合にお

けるＡ自動車の空走時間（危険認知から、その状況を判断してブレーキ操作を行いブレーキが効

きはじめるまでに要する時間）を１秒間として、下記のア及びイについて、それぞれ解答しなさい。

ア．Ａ自動車の時速36キロメートルにおける制動距離を９メートルとした場合、Ａ自動車が危険

を認知してから停止するまでに走行した距離は、何メートルか。

イ．時速36キロメートルにおけるＡ自動車の制動距離が９メートル、Ｂ自動車の制動距離が７メー

トルとした場合、停止時におけるＡ自動車とＢ自動車の車間距離は、何メートルか。
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問　30　貸切バス事業の営業所の運行管理者は、旅行会社から運送依頼を受けて、次のとおり運行の計

画を立てた。国土交通省で定めた「貸切バスの交替運転者の配置基準」（以下、「配置基準」という。）

等に照らし、この計画を立てた運行管理者の判断に関する１～３の記述について、適切なものに

は「適」を、適切でないものには「不適」を記入しなさい。

〔旅行会社の依頼事項〕

 　ハイキングツアー客（以下「乗客」という。）25名を乗せ、Ａ地点を22時30分に出発し、Ｄ

目的地に４時40分に到着する。その後、Ｄ目的地で乗客を乗せ14時20分に出発し、Ａ地点に20

時30分に戻る。

〔運行の計画〕

ア．乗車定員29名の中型乗用自動車を使用し、当該運行計画全体における運転者は１人乗務と

する。

イ ．当該運転者は、本運行の開始前10時間の休息をとった後、始業時刻である21時45分に乗務

前点呼を受け、点呼後22時15分に営業所を出発する。Ａ地点には22時20分に到着し、乗客を

乗せた後22時30分にＤ目的地に向け発車する。途中の高速自動車国道（法令による最低速度

を定めない本線車道に該当しないもの。以下「高速道路」という。）のパーキングエリアにて、

20分ずつ２回の休憩をとり、Ｄ目的地には４時40分に到着する。乗客を降ろした後、指定さ

れた宿泊所に向かい、当該宿泊所において電話による乗務後点呼を受けた後、５時20分に往

路の運行を終了する。運転者は、同宿泊所において８時間休息する。

ウ ．13時20分に同宿泊所において電話による乗務前点呼を受け、13時50分に復路の運行を開始

する。Ｄ目的地において乗客を乗せた後14時20分に出発し、Ａ地点に向かう。往路と同じルー

トの高速道路等を運転し、途中20分ずつ２回の休憩を挟み、Ａ地点には20時30分に帰着する。

乗客を降ろした後、20時45分に営業所に帰庫し、乗務後点呼の後21時に終業する。当該運転

者は、翌日は休日とする。

〔運行の概要〕
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１ ．１日についての拘束時間が、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に定める最大

拘束時間を超えていないと判断したこと。

２．往路運行における運転時間及び実車距離が、「配置基準」に定める限度を超えていないと判

断したこと。

３．往路運行における実車運行区間の途中における休憩の確保は、「配置基準」に違反していな

いと判断したこと。
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解答＆ポイント解説 平成26年度第１回運行管理者試験問題（旅客）

問１ Ａ：７，Ｂ：４，

Ｃ：６，Ｄ：２

問11 ３ 問21 ２

問２ １と４ 問12 ３ 問22 ２と４

問３ ４ 問13 ３ 問23 ３

問４ ３ 問14 ２ 問24 適－２と３

不適－１と４

問５ ２ 問15 Ａ：２，Ｂ：２，

Ｃ：１，Ｄ：１

問25 適－２と４

不適－１と３

問６ ３と４ 問16 １と４ 問26 適－２と３

不適－１と４

問７ ４ 問17 ２ 問27 適－１と２と４

不適－３

問８ ４ 問18 ２ 問28 適－１と２

不適－３と４

問９ １と４ 問19 １ 問29 ア－19ｍ

イ－３ｍ

問10 Ａ：２，Ｂ：２，

Ｃ：１，Ｄ：２

問20 Ａ：１，Ｂ：２，

Ｃ：１，Ｄ：１

問30 適－１と３

不適－２
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